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学校ジムソー・パズルを整理する

～「研修・研究基本計画」策定の経緯と実現に向けて～

福島県公立小中学校事務研究協議会 研究委員会

はじめに

新たな時代への幕開けを告げる教育改革が進められています。学校事務も例外なくその渦中

にあり、特に平成10年９月に提言された中教審答申では、教育技法や教員の資質向上だけでな

く初めて学校事務の在り方にまで言及しました。この答申をめぐっては、全国的に様々な研究

や検討がなされているものと思います。

さて、福島県公立小中学校事務研究協議会（以下、福島事務研）は「望ましい学校事務像は

教育目標具現化への貢献」ととらえ、平成９年３月、学校事務の確かな基盤を築くために「福

島県公立小中学校事務職員研修・研究基本計画」を作成しました。研修・研究の基本構想は諸

課題改善であり、その領域を、研修整備・課題解決・職務確立の３つとしました。これらはい

ずれも密接に関連しており、個別に改善できるものではありません。以上を基本として、私達

は複合している諸課題（ジムソー・パズル）を整理することにしました。

基本構想を進めるためには学校事務を明らかにすることが不可欠でした。これは最大の長期

課題であり論議の分かれるところでしたが、近年その領域・機能が全国的に明らかにされる中

で本県の諸課題解決の基盤も見えてきました。私達は基本構想推進の中核として｢研修内容｣を

明示しました。

第Ⅰ節「研修・研究基本計画」作成の背景

１ 福島事務研のあゆみ

昭和22年の学校教育法に基づき小中学校に学校事務職員が配置され、昭和33年の第一次定数

改善計画を皮切りに全国的に学校事務職員が増員されてきました。本県においてはこの時期、

教育事務所や郡市単位で地区事務研の組織化が進み、昭和40年代には先進校視察や交流集会が

盛んに行われました。

一方、小規模ながら単位事務研の連合による任意の県事務研が組織されていました。昭和44

年全国事務研究大会が開催され、福島事務研の見直しと新たな組織作りの必要性が唱えられる

ようになりました。昭和47年全事研東京大会の参加者から新たな組織作りの声が高まり、昭和

52年10月福島県公立小中養護学校事務研究協議会が設立され、翌年第1回県研究大会を開催し

ました。
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昭和52年 福島県公立小中養護学校事務研究協議会の設立

昭和53年 第１回県研究大会開催

昭和54年 第１次長期研修計画策定

昭和56年 第２次長期研修計画策定 「学校事務の手引 （実務書初版）発刊、 」

昭和60年 「研修・研究の手引 （研究書初版）発刊」

平成４年 機構改革（議決・執行機関の機能分離）

平成５年 第３次長期研修計画策定

平成６年 長期課題改善研究開始 「研修・研究の手引」及び「学校事務の手引」改訂着手、

平成８年 「研修・研究基本計画（改訂版 」及び「学校事務の手引（改訂版 」発刊） ）

平成９年 「研修・研究基本計画（別冊資料編 」 発刊）

２ 福島事務研の組織

（１）会員構成と推移

平成12年度現在、義務制学校数は793校（小546、中245、養２）ありますが、任意団体のた

め会員数は783名となっています。以前は市町村職員が会員であった時期もありましたが、引

き上げが進み現在は県費負担職員のみとなっています。性別・年代別構成では、女性が約75%

であること、20･30代が約70%を占めていること等、職業特性が顕れています。

本県においても少子化傾向は同様であり、昭和52年の福島事務研発足後、学校数は穏やかな

減少を辿っています。今後も学校統廃合が進む中で減少はさらに進むものと思われます。大規

模校の複数配置基準も高く、現状では増員は見込めません。

（２）運 営 組 織

県内を大きく４分割し郡市単位で16地区に分かれて研究活動をしており、地区研究会が福島

事務研の組織基盤となっています。

平成４年の機構改革において、従来、総会運営等で問題のあった理事会の取り扱いを明確に

するために、議決機関と執行機関の機能を分離しました。これは理事会と専門委員会が会務の

執行と責任を担うことを明確にするものでした。

専門委員会は、研修・研究・調査・広報・手引編集の５つとしました。特に本来１つと考え

られる研修と研究を区分したことは、長期課題解明と具体的改善の提言をすることを最大の目

的としたものでした。研究委員会では平成６年度の着手以後４年間をかけて諸課題改善に取り

組みました。

３ 県大会第１分科会の取り組み

、 「 」「 」設立以来 県大会第１分科会研究テーマは 学校事務の現代化と課題 職務内容の標準化

｢各領域事務の職務内容」｢学校事務職員の職務と課題」｢学校事務の未来像｣等であり、学校事

務職員は長期にわたり職務内容明確化と学校事務確立を求め続けています。

第1分科会は「学校事務とは何ぞや？」の歴史といえるでしょう。他県や全国の各種事務研

でも必ずといえるほど取り上げられてきた最大課題です。今まで学校事務像を求めて様々な探

求・検証が試みられてきましたが、結論は｢学校事務を明らかにして学校事務職員の諸課題を

改善したい｣ということであったと考えます。

私達が特に注意したことは｢学校事務と学校事務職員｣の職務相関でした。私達は、学校事務
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を学校事務職員だけの職務領域ととらえる傾向にありますが、学校事務は事務職員だけが処理

するものではありません。そこで福島事務研では｢学校事務標準に基づく学校事務職員職務標

準｣という点が重要だと考えています。この点を明確に押さえておかないと職務確立のための

職務内容明確化は領域･機能論争に振り回され、バラバラ状態のジグソーピースになってしま

うからです。

４ 長期研修計画の経緯

（１）第１次・第２次長期研修計画

、 、 。昭和54年 第１次長期研修計画が策定されましたが 基本的方向を示すに留まるものでした

そのため昭和56年に第２次長期研修計画として整備を図りましたが、具体的内容を示すまでに

はいきませんでした。

そこで昭和60年に研修カリキュラムとして「研修・研究の手引」が策定されました。未整備

な学校事務職員の研修制度の充実を図り、自らの資質向上を意とし 「望ましい学校事務職員、

の未来像」を求めるものでした。使命感や倫理観をより高め、課題の多い学校事務職員制度の

未来を切り開き、やりがいのもてる制度を確立することを念願しています。

その後、研修・研究の手引を参考に研修が進められ、地区事務研の活動と研究大会の分科会

発表による実務上の研究は進んできましたが、目標とする研修体制は依然として進まない状態

でした。そのため「望ましい学校事務職員像」の具現化を図るには、第２次長期研修計画と研

修・研究の手引を見直すべきとの声が高まりました。

（２）第３次長期研修計画

平成５年、学校事務の未来像を創り出す体制を整えることを主眼として第３次長期研修計画

が策定されました。従来の大会テーマ「推進しよう、学校事務の現代化を」から平成６年度に

は「望ましい学校事務の未来像を求めて」とし、経営視点への転換を求めています。

当面の期間を12年程度として、サブテーマに｢学校事務の変革をめざす視点の確立｣と「学校

事務の改善をめざした共同実践の展開」を提示しています。しかし、第３次長期研修計画は、

対象を「県研究大会 「代議員研修会（総会時 「役員研修会」としており、全体研修計画に」 ）」

ついては積極的に取り上げてはいませんでした。

初版「研修・研究の手引」は研修体制を整備し職務確立を推進しようとする積極的な内容で

ありましたが、ねらいは到達できませんでした。これら諸課題の改善・解決のため、改善視点

の分析整理が研究委員会の急務でした。

第Ⅱ節 研修・研究基本計画

「研修・研究の手引」が何故有効に活用されなかったのか？様々な理由が考えられますが、

集約すると「課題が複合して整理がつかなかったこと 「個々が担当する職務の係わりが不定」

形で合意形成ができなかったこと」が主な原因であったように思われます。そこで、研究委員

会では研修・研究の手引を見直すにあたり、諸課題の整理と職務の合意形成を最優先にするこ

とにしました。これらはまさに、学校事務ピースを色分けに整理してフレームにあてはめる感

覚でした。

長期研修計画（第１次～第３次）は時代の流れとともに少しづつ変化をしていますが、一貫
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している目標は実務改善と学校事務職員制度確立でした 「研修・研究の手引」を発展的に継。

承するということは、単に手引の文言等を見直して体裁を整えることで済むものではなかった

のです。昭和52年の本会設立後20年を目前とし、私達の目標達成のために不足しているものは

何か？ 今後どう取り組もうとするのか？様々に複合している長期課題の究明整理が喫緊の課

題でした。

私達は目標達成のための研修と研究を考えるに際し、共通理解を図ることが何よりも重要と

考え、その基本構想を｢研修整備」｢課題解決」｢職務確立」としました。そして、この３つは

不可分であることを確認することから着手したいと考えました。また、混同しがちであった重

要語である「学校事務と学校事務職員」及び「研修と研究」について明確な定義をしました。

○ とは学校における直接的教育活動以外の全ての事務活動を言います。学校事「学校事務」

務職員は、その分野を主体的に担う事務系スタッフです。

、 、 、○ とは 一般的に知識･技能を修得するための修養･訓練 並びに研究を含みますが「 」研修

ここでは研修を深めるために研究を独立させています。

研修・研究基本構想

研修、研究をとおして目標を達成するための基本構想を、次の３つとしました。

研修整備は課題解決と職務確立を促進させ、課題解決のためには研修整備と職務確立が必要で

あり、職務確立には、研修整備を図りながら当面の課題解決をしていく必要があるからです。

○研 修 整 備

学校事務職員の全期間を通じて、適切な時期に経験や職能に応じて継続的、発展的に実

施する研修を整備しキャリア形成を推進する。

○課 題 解 決

長期にわたる研修・研究活動の中で、改善できたものと未解決のものを整理し、諸課題

の解決にあたる。

○職 務 確 立

学校事務職員の領域を明らかにし、学校経営の基幹職としての職務を確立する。

教育目標達成のためには、組織の全てのスタッフとラインの資質向上、及び組織運営の改善

を図らなければなりません。学校経営の一翼を担うスタッフとして、基幹職である学校事務職

員は、合理的に し、その具現化を目指します。「研修を整備」

、 、 、 、 、さらに 課題の長期化を解決 あるいは改善させるために 自己啓発を図り 実務上と組織

及び制度上から整理し に向け、効率の良い研究をする必要があります。私達、「課題の解決」

はそれらを効果的に研修・研究と体系化させ、キャリア形成を促進させながら学校事務の確立

を図りたいと考えます。

また、学校事務の確立は、学校事務職員の に深く関連しています。そのため「職務の確立」

には、学校事務標準が不可欠です。それを受けて、はじめて研修・研究の対象が明確になるか

らです。職務確立に必要な職の指定、権限の付与、定数改善等の改善必要条件はここから発生

します。そして、これらは評価の変容を産み、結果として、社会的評価の向上と処遇改善を促

進させ、やり甲斐を深めます。
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１ 研 修 編

（１）研 修 体 系

職務確立

事務標準明示○経験年数に応じた基本研修

事務組織確立○職務段階に応じた職能研修

責任と権限の付与○実務習得の実務研修

職指定、諸規程の整備○高度な判断力や指導力を習

教 育 目 標 具 現 化 へ の 貢 献得する特別研修

上記の研修を柱とし、それら

研修整備 学校事務像 課 題 解 決の有機的連携を図ります。

研修計画整備 実務課題

研究計画推進 組織・制度課題

研修制度充実 啓発・教養課題

キャリア形成 課題長期化の解消

＊ 研修は、県教委、地教委が主体的に実施すべきものです （責任と義務）。

＊ 研究は、個人、並びに事務研（地区、県）が主体的に実施するものです。

１）基 本 研 修

①初任者研修 （新 採 用）現 制 度

②経験者研修Ⅰ（５年程度）現 制 度

③経験者研修Ⅱ（15年程度）平成12年度より実施

④経験者研修Ⅲ（25年程度）未 制 度

２）職 能 研 修

①職能研修Ⅰ（上級係員昇任時） 未 制 度

②職能研修Ⅱ（係長相当職昇任時） 未 制 度

③職能研修Ⅲ（課長補佐相当職昇任時）未 制 度

④職能研修Ⅳ（課長相当職昇任時） 未 制 度

３）実 務 研 修

①実務研修Ⅰ（随時）地区事務研、教育事務所で実施

②実務研修Ⅱ（随時）事務研で一部実施

③実務研修Ⅲ（随時）

４）特 別 研 修

①専門研修Ⅰ（随時）未 制 度

②専門研修Ⅱ（随時）未 制 度

③派遣研修 （随時）文部省や研修機関で行われる研修を含む。一部実施

＊研修内容は、資料編「研修カリキュラム」で提示

＊本来、事務研は研究分野を推進するものですが、研修制度が充実整備されるまで可能な範囲

で研修にあたる必要があります。
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（２） 研 修 構 成

１）基 本 研 修

名 称 主 催 者 期 間 目 的 概 要

新採用事務職員 公務員モラル、県政概要、学校

初任者研修 県 教 委 ５日 に対して、基本的 事務職員の職務、教職員の服務

な知識・態度を習 勤務

（現制度） (3日 得させる。）

法令基礎知識、憲法、教育基本

法、地公法、学校教育法、地教

行法、地財法等

給与、諸手当全般、旅費、福利

厚生全般、文書事務全般、税務

基本知識等

市町村財務会計、就学援助、各

種補助金、基礎簿記

職場の人間関係対外応接

、 、経験５年程度の 事務処理改善 情報処理と公開

経験者研修Ⅰ 県 教 委 ５日 学校事務職員の資 ＯＡ機器教育機器、教育関連税

質の向上を図る。 務、行政関連法、簿記施設設備

（現制度） 3日 備品、環境問題、人間関係等（ ）

経験１５年程度 事務運営改善、施設設備改善、

経験者研修Ⅱ 県 教 委 年３回 の学校事務職員の 情報公開の実際、税務の実際、

県 事 研 中堅的な立場にお 話法、教育行政関連法、民法、（ ）

ける力量の向上を 商法税法、法制執務、シンクタ

図る。 ンクの形成等

経験２５年程度 ＪＳＴ（人事院式監督者研修）

経験者研修Ⅲ 県 教 委 年２回 の学校事務職員の ＫＥＴ(公務研修協議会倫理研

県 事 研 事務能力や専門性 修）カウンセリング（ ）

の深化を図り指導

諸 機 関 各研修 力を養成する。 新採用事務職員研修会等の講師

会の日 として資質の向上を図るため必

程によ 要な各種技法・指導法等

る。

２）職 能 研 修

名 称 主 催 者 期 間 目 的 概 要

県 教 委 県、市 上級係員として 県市町村職員が副主査昇任時に

職能研修Ⅰ 地 教 委 町村に 必要な資質を養う 行う県の研修センターの内容

準ずる
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県 教 委 係長相当職とし 県市町村職員が主査昇任時に行

職能研修Ⅱ 地 教 委 上 記 て必要な資質を養 う県の研修センターの内容

う。

県 教 委 課長補佐相当職 県市町村職員が主任主査昇任時

職能研修Ⅲ 地 教 委 上 記 として必要な資質 に行う県の研修センターの内容

を養う。

県 教 委 課長相当職とし 県市町村職員が行う同じ程度の

職能研修Ⅳ 地 教 委 上 記 て必要な資質を養 県研修センターの内容

う。

３）実 務 研 修

名 称 主 催 者 期 間 目 的 概 要

学校事務の共通 市町村行政と条例、就学事務、

実務研修Ⅰ 地 教 委 年１回 実務について周知 市町村財務会計、就学援助、学

徹底を図る。 校予算編成、予算要求

教育事務所 年１回 給与・諸手当全般、旅費、福利

厚生全般、人事異動全般、文書

、 、地区事務研 年１回 事務と情報公開 ＯＡ機器操作

実務研修Ⅱ 地 教 委 年１回 教育行政実務の 人権、児童憲章、国際化対応、

、 、 、識見、力量を高め 危機管理 環境問題 企画調整

る。 能力開発、

教育事務所 年１回

接遇、保護者との関わり、職場

の人間関係コミニュケーショ

地区事務研 年１回 ン、地域サービス

実務研修Ⅲ 地 教 委 年１回 教育行政全般に

教育事務所 年１回 わたる広い視野と ＊上記は主な例示であり、設

県 事 研 年１回 学校における応用 定は主催者が定める。

実践力を高める。

４）特 別 研 修

名 称 主催者 期 間 目 的 概 要

情報化時代に対 ＯＡ機器、情

専 門 研 修 Ⅰ 県教委 年３回 応した知識、技能 報処理、情報

の向上を図る。 公開

教育行政関係法 法令解釈、法

専 門 研 修 Ⅱ 県教委 年３回 令等の知識の深化 制執務、法令

を図る。 判断

公立小中学校事務職員中堅研修会 文部省の計画による。 （研修枠拡大要請）

公立小中学校事務職員幹部研修会 文部省の計画による。 （研修枠拡大要請）
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（３） 研 修 内 容

教育条件整備を推進させるためには、研修内容の充実を図る必要がありますが、その内容は

広範なものとなるため、ここでは、研修分野と概要を示しておきます。なお、内容の詳細につ

いては、別途に整備計画します。

大分類 中 分 類 小 分 類 内 容 （ 概 要 ）

総 務 企画運営 教育目標 教育目標の設定に関すること

学校経営 学校経営方針の策定に関すること

校務分掌 校務分掌の策定に関すること

企画運営 職員会，企画・運営委員会に関すること

事務経営 学校事務経営の策定に関すること

文 書 文書管理 公文書保管に関すること

情 報 情報管理 情報の管理、処理に関すること（情報公開を含む）

法 規 法規管理 学校関係法規の保管管理、及び校内規程に関すること

調査統計 調査統計 各種調査統計に関すること（指導調査を除く）

庶 務 管理記録 管理記録に関すること

受 付 受付、来客接遇に関すること

渉外連絡 連絡調整に関すること（内部、外部）

人 事 任 免 人事異動 職員の人事異動に関すること

昇給昇格 職員の昇給・昇格に関すること

職員履歴 職員の履歴記録に関すること

免 許 状 職員の免許状に関すること

研 修 職員研修 職員の研修に関すること

服 務 勤務記録 職員の勤務記録に関すること

証 明 職員の勤務証明に関すること（旧職員を含む）

給 与 給 与 職員の給与の支給管理、及び控除に関すること

諸 手 当 職員の諸手当の支給管理に関すること（退職手当を含む）

旅 費 旅 費 職員の旅費の請求，支払いに関すること

福利厚生 共済組合 職員の共済組合事業に関すること

互 助 会 職員の互助会事業に関すること

社会保険 職員の社会保険に関すること

財形貯蓄 職員の財産形成貯蓄に関すること

公務災害 職員の公務災害に関すること

財 務 経 理 予 算 学校予算の全般に関すること（公費，私費）

執 行 学校予算の執行管理、調整に関すること

決 算 学校予算の決算・監査に関すること

物 品 物品管理 物品の購入、供用、保管、貸出、廃棄に関すること（寄贈

品を含む）

施 設 施設管理 施設の維持管理、及び環境整備、安全管理に関すること

施設開放 施設の貸出に関すること（物品を含む）

補 助 金 補 助 金 助成金、委託金に関すること

学 務 就学援助 就学援助 児童生徒の就学援助に関すること

学 籍 学 籍 児童生徒の転出・転入、並びに在籍に関すること

教 科 書 教 科 書 児童生徒の教科書給与に関すること

証 明 証 明 児童生徒の証明に関すること
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３ 研 究 編

近年、学校事務の領域と機能が明らかになる中で、学校事務職員は積極的に学校経営に参画

する職として見直されるようになってきました。私達は、従来の実務改善を主体とした研究活

動とともに 新たな視点のもとに研究活動を推進し 諸課題を改善しなければなりません 与、 、 。「

えられるから求める」への意識転換を図り、研修体制の整備とともに、組織と制度上の課題で

ある「学校事務確立」に向け、早急に組織の総意を形成する必要があります。そのためには、

研究体制を確立することが不可欠です。

私達は改善を阻害する諸課題を解明整理し、具体的改善を実現させ、希望とやり甲斐を持っ

。 、て職務を遂行することができる姿に向けて研究活動を推進します 主体的に学校経営に参画し

実感を持って教育目標の具現化に貢献することができれば、私達学校事務職員の研究テーマを

実現できるのではないでしょうか。

（１）研究領域

研究領域は、実務的領域と職務確立領域の２領域に分類しました。実務的領域は人的条件、

物的条件、財政条件、情報の４要素からなる教育条件整備の領域とします。

教育条件整備領域（実務課題）①

学校経営における学校事務の教育条件整備領域は人的条件、物的条件、財政条件、情報

の４要素ととらえ人・情報に重点をおくものを総務分野に、物・経理に重点をおくものを

財務分野とします。総務分野の人事については事務領域が多いため人事として独立させ、

児童生徒に係る事務領域は、学校固有の事務であることから学務とします。

○総 務 ○人 事 ○財 務 ○学 務

学校事務確立領域（組織・制度課題）②

学校事務確立領域における長期課題を整理し、具体的改善を図ります。また、近未来に

向けての課題を提示し、学校事務のあるべき姿を追及します。

○職務内容の明示

事務標準（領域と機能 、校務分掌の適正化、運営の標準化）

学校諸規程の整備促進（県、市町村）

○事務組織の確立

企画・運営委員会への参画、校務分掌の改善

職指定（責任と権限 、校内諸規程の合理化）

○研修制度充実

研修制度の改善充実、研修計画の整備推進、研究計画の推進
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】【 研 究 領 域 図

経 営 文 書

人 的 条 件 総務 情 報 法 規

調査統計 庶 務

教

育 任免 服務 給与

条 物 的 条 件 人事 旅費 福利厚生

望 件

整

ま 備 経 理 物 品

財務 施 設 補助金

し 財 政 条 件

就学援助 学 籍

い 学務 教 科 書 証 明

経

学 営 情 報

参

校 画 地 域

渉 外 行政機関

事 （総務分野） 教育諸団体

そ の 他

務

事務標準（領域と機能）

の 職 務 内 容 の 明 示 校務分掌の適正化

運営の標準化

未 学 学校諸規程の整備促進

校

来 事 企画・運営委員会の参画

務 事 務 組 織 の 確 立 校務分掌の改善

像 確 職指定（責任と権限）

立 校内諸規程の合理化

研修制度の改善充実

研 修 制 度 充 実 研修計画の整備推進

研究計画の推進

（２）研 究 課 題

、 、 、 、 。研究課題は 実務上の課題 組織・制度上の課題 さらに 啓発課題から提示し研究活動の指針とします

実 務 課 題①

教育条件整備領域に関わる実務上の事務改善を目的とした課題

②組織・制度課題

学校事務確立領域に関わる組織・制度上の課題改善を目的とした課題

③啓 発 課 題

職務上、必要もしくは有意義と認められる知識・技能の習得を図ることにより、自己啓発と教養向上

を図り、実務課題と組織・制度課題の研究促進を目的とした課題

教育条件整備領域では主に実務と啓発上の課題を、学校事務確立領域からは主に組織・制度上の課題

を考えます。ただし、これらは相互関連し、厳密に区分できないものがあります。
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【 （ ）】 （ ）教育条件整備領域 実務課題と啓発課題 研修・研究基本計画より抜粋

① 総 務

研 究 課 題 研 究 視 点

経 営 参 画 実 務 課 題

経営能力の育成 ・学校事務の実務総括者として信頼される能力を身につける必要がある。

、 。事務要覧等の作成 ・事務要覧や運営計画により 協力体制を築くことは職場環境を充実させる

啓 発 課 題

地方分権と学校経営 ・地方教育行政の主体である県、市町村の教育委員会と学校の連携を考えて

おくことが重要である。

中高一貫教育 ・教育目標と照らし合わせ、望ましいあり方や課題を考えておくことは有意

義である。

総 多 目 的 利 用 ・インテリジェント・スクールは、現実のものとなっている。システム、制

度等を学んでおかなければならない。

経営参画の条件 ・学校経営参画の条件として行政、教育法令と教育学の知識が必要である。

各種教育制度の理解 ・学校固有の事務としての「学務」に関わる教育諸制度、生涯教育である社

会教育と、教育文化についての理解を深めたい。

コミュニケーション ・事務室は多くの人々との繋がりがある。コミュニケーションと言葉使い、

と 心 得 服装の心得等は早期に学んでおきたい。

経営概念とセンス ・経営の目的、方法等を学び、学校経営を考える。

文 書 管 理 実 務 課 題

文 書 規 程 ・学校における文書規程について、効率化と財務面から考えてみる。

文書管理方式 ・管理方式の理想的方法を定着させるにはどうしたら良いか。

。 （ ）ＯＡ機器と文書 ・ＯＡ機器の進歩は目覚ましい 増加する文書の処理・保管 データベース

啓 発 課 題

意 識 啓 発 ・学校の文書管理を阻害する要因（スペース、職場意識、文書規程等）を外

部講師などにより、改善する力を身に付けることは有効である。

情 報 管 理 実 務 課 題

情 報 公 開 ・情報公開制度の実施に伴い文書管理事務と併行させ、対象文書の保管や作

成過程等の手順を明確にしておく必要がある。

啓 発 課 題

情報公開への対応 ・地方自治体の情報公開の実際を学び、学校への適用と対応を考える。

（オンブズマン制度）

法 規 管 理 実 務 課 題

務 法規管理の実際 ・学校における関係法令は膨大なものがある。実務処理に関係する法令の適

切な分類と保管を考える。

啓 発 課 題

、 。法務執行と法制執務 ・法令に基づく法務執行の正しい理解と職員への周知 執行のあり方を学ぶ

調 査 統 計 実 務 課 題

。調査統計報告 ・調査統計を正しく効率的に行うために必要な書類や手順はどうあるべきか

啓 発 課 題

法 令 理 解 ・調査統計関係法令の目的や根拠を知り、理解を深める。

庶 務 実 務 課 題

庶 務 の 範 囲 ・庶務の範囲は曖昧である。学校事務標準を整理する中で、ある程度の具体

的事務の明示について考察することは必要であろう。

、 、 、 、連 絡 調 整 ・行政諸機関 教育関係諸団体 地域住民 業者等との関りは日常的にあり

関係者との連絡は重要である。円滑な連絡調整につて考察する。

受 付 ・事務職員は、学校の窓口とか、顔とか言われることがある。望ましいあり

方を考えることは有意義である。

電話等の取り次ぎ ・学校には多くの教室や管理運営の場所があるが、電話回線は一つしかない

所が多い。その充実を図ることは重要である。

啓 発 課 題

電 話 と 来 客 ・電話と来客の応対を事務職員の職務として考えることは妥当ではない。し

かし、実際に業務は存在し組織全体の共通業務として、望ましいあり方を
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考えておくことが大切である。

渉 外 ・渉外は、教頭、教務主任が位置づいている学校が多いが、事務職員におい

ては、単なる取り次ぎでなく、スポークスマンの一員としての意識を持ち合

わせたい。

② 人 事

研 究 課 題 研 究 視 点

任 免 実 務 課 題

、 、 、人 事 異 動 ・人事異動に関する事務標準化は進んできたが 様式改正 制度改正による

。 、 、適正化を図る必要はある また 地域により取り扱いが異なっている場合

その根拠を明らかにしておく必要がある

事 務 引 継 ・単数配置職員の事務引継はとりわけ重要である。望ましい形はどうあるべ

きかを検討する。事務要覧や事務指導票の作成利用を図りたい。

啓 発 課 題

人事関連法令の理解 ・公務員任用制度や適正配置を理解しておくことは、職務遂行上、有意義で

人 ある。

服 務 実 務 課 題

服務処理マニュアル ・服務事務は給与、諸手当、旅費等の公費支給に関わる基本的事務である。

出勤簿、学校日誌、諸届、諸願等の服務関連事務を適正に処理するための

知識と処理方法を明確にした服務マニュアルを作成したい

啓 発 課 題

服務・勤務の ・諸休暇制度、超過勤務、職専免、交替勤務、出向等、学校だけでなく社会

いろいろ 一般での服務勤務を学ぶことは有意義である。

職 員 周 知 ・服務関係の法令規則等はしばしば改正されている。適正なる権利の行使の

意味で、全職員に理解されやすいものを作成し、周知を図る。

服 務 と 協 業 ・学校という職場で、教員と学校事務職員が協力協業体制を円滑にするため

の実際と法令等の関係を見直す時期にきている。

給 与 実 務 課 題

適 正 処 理 ・給与、諸手当の適正支給は当然のことであるが、諸手当は制度改正や適用

事実の発生、変更、終了等に注意を要する事務である。的確迅速に処理す

る体制とマニュアルを考える。

、 。 、職員周知と広域連携 ・給与 諸手当の支給方法や内容を知らせることは意義がある 体系化させ

地区事務研等の組織で対応することができれば、様々な面で効果がある。

啓 発 課 題

地方交付税制度 ・地方交付税制度は、行政一般の運営経費の基盤である。基準財政需要額を

事 認識しておくことは、行政系列の公務員の基本的知識である。

給与制度の理解 ・給与といってもその領域は広い。直接関係する実務のほか、関係法令、給

与体系、ケースワーク等を研修する。

旅 費 実 務 課 題

旅 費 ソ フ ト 、 ・旅費事務を速やかに行うことは費用弁償の意味からも重要である。共通に

マニュアル 使える旅費計算ソフト、マニュアルを作成し、効率的処理を図りたい。

啓 発 課 題

法 令 理 解 ・旅費条例、規則、規程等を幅広く研修し、旅費執行を適正に処理する知識

を研修する。

福 利 厚 生 実 務 課 題

適正受給とチェック ・福利厚生事業は広範であり、多数の事務処理がある。職員への周知や適正

受給のためのチェックは、事務便りや福利厚生カードの作成等をとおし標

準化を図り、効率化したい。

公 務 災 害 ・公務災害認定は管理職対応という感じが強いが、基本的知識と処理手順等

は把握しておく必要がある。
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ライフ・プランと 啓 発 課 題

生 涯 学 習 ・ライフ・プランと生涯学習のあり方を学び、教職員全体のものとして案内

する。

③ 財 務

研 究 課 題 研 究 視 点

経 理 実 務 課 題

、 「 、 」教育計画と予算 ・教育課程にそって教育計画が策定されるが 計画実行に必要な 物 経費

の考え方を取り入れることは、経営上、基本的要素である。教育課程にそ

った予算のあり方を考える。

教育予算の周知 ・教育予算やその裏づけを教職員に周知させ、教育活動に反映される予算執

行について共に考えることは効果がある。

総 合 予 算 ・学校には、公的予算（県費、市町村費）と私的予算（学校徴収金、諸団体

会計）がある。総合予算分析をし、使途目的と相互関連を明確にした合理

的執行を図る。

財 公費、私費の区別 ・公的予算（公費）と私的予算（私費）の区別を明確にし、公費負担と父母

負担（私費）のあり方について考える。

標 準 運 営 費 ・公的予算の配分基準が明確にされていれば、計画的執行がより合理的とな

る。予算増額の根拠として示すために、県内の共通目安として使用できる

学校標準運営費を作成しておきたい。

会 計 ソ フ ト ・パソコン、ワープロのＯＡ機器による会計処理は進んできた。効率性と確

実性を高める共通ソフトを開発したい。

財務会計オンライン ・財務会計のオンライン化が進行しているが、処理上の問題と健康管理、環

境整備を考えたシステムを構築する必要がある。

啓 発 課 題

基礎簿記等の修養 ・会計処理の基礎基本として、基礎簿記，官庁簿記等は必修の分野である。

財務関連法令の理解 ・財務関連法令の研修の機会は恵まれていない。地方交付税制度や地方財政

法等は、基本的知識として習得する必要がある。

務 監査体系、手法等 ・市町村、県教委、文部省、大蔵省、会計検査院等の監査があれば、事務職

員は実務処理者として対応することになる。監査の種別、体系内容を理解

しておくことが大切である。

物 品 実 務 課 題

物品供用と管理 ・学校の物品は膨大である。消耗品や備品の適正な供用、管理することにつ

いて考える。

備品管理の実践 ・多種多数な物品を適正に供用、管理するにはどうしたら良いか。

台帳との整合性 ・同一物品が、消耗品となったり、備品となったりすることがある。これは

（ ） 、 。担当者 地教委を含む の考え方や 財務規則の改正等によることが多い

結果として台帳、備品カードとの不整合となり、適正管理は困難となる。

啓 発 課 題

節約意識の高揚 ・公費予算の不足を訴えるだけでは、予算増額の説得力はない。学校全体で

「モノ （電気、水道、ガス、燃料を含む）の節約意識を持つことが大事で」

ある。

施 設 実 務 課 題

維 持 管 理 ・学校施設は広範であり、維持管理と点検は容易でない。安全と機能を保持

し、教育環境の整備に努めたい。

・維持管理に掛かる経費は多額であり、各市町村においては、毎年、施設設

備の修理営繕に係る学校要望をまとめている。継続要望と単年度要望の流

れを整理し、計画的にその改善に努める必要がある。

学校開放と地域防災 ・学校は、児童生徒の教育の場であるとともに、地域に開いていくことも求

められている。また、災害発生時においては地域防災の拠点としての役割

がある。
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財 啓 発 課 題

視 察 ・先進的施設を視察し、施設利用に伴う視野を広める。

補助金、委託料 実 務 課 題

補助金、委託料 ・補助金は事業を行うための財源確保であるが、その種類や利用手法は意外

と知られていない。

啓 発 課 題

務 ・補助金や委託料は、市町村、県、国の他、民間を含めて、様々な種類があ

る。その種類や申請方法を学んでおくことは有効である。

④ 学 務

研 究 課 題 研 究 視 点

就 学 援 助 実 務 課 題

連 絡 調 整 ・保護者、民生委員、福祉事務所、教育委員会との連絡調整を円滑にし、適

正な事務処理を行いたい。

委任と処理者 ・就学援助は地教委の固有事務であるが、処理上、校長に委任し、多くの事

務職員が実務を処理している。地教委と学校の適正分担を考える。

学 処 理 件 数 ・地域や年度により、該当世帯の偏りが多い。実務負担は事務職員にかかる

ことが多いが、現在の制度（特に職員配置）の中でどのように対応してい

くかを考える。

啓 発 課 題

就学援助制度の理解 ・制度の趣旨や内容を理解し保護者への連絡、児童生徒への配慮を適切に行

う必要がある。また、公的扶助のみでなく、民間の奨学制度を知り、該当

者に対する適切な助言ができれば有意義である。

学 籍 実 務 課 題

転 出 ・ 転 入 ・転出・転入に関する事務は学校経営の基本的事務であり、多くの学校では

教員が担当している。担当者が不在の場合でも円滑に対応できる体制を整

えておきたい

啓 発 課 題

就学制度の理解 就学制度に関する法令を学び、教育行政の仕組みを理解する。

教科書給与 実 務 課 題

連 絡 体 制 ・その内容と連絡体制は、事務部門として把握しておく必要がある。

教 材 使 用 届 ・準教科書と教材の使用届は、財務関連として、学校徴収金、就学援助等の

様々な調査や経理関係で必要となる。

啓 発 課 題

務 教科書制度の理解 ・教科書制度の概要と歴史を学ぶ。

教育課程の理解 ・教育課程と学習指導要領の概要を学ぶ。

証 明 実 務 課 題

児童・生徒証明 ・在学証明等は、特に長期休業中や年度末に多くなるが、担当者不在でも適

切に処理できるシステムやマニュアルを作成しておきたい。

【学校事務確立領域（組織・制度課題 】）

研 究 課 題 研 究 視 点

全 国 課 題

明示の意義 ・職務内容の明示は課題解決の基本であり、研修（内容）と任用（程度・定

職 数）の基本的人事制度の原点にかかることになる。その明示をめぐり、全

国的に長期課題として研究されてきた本質がここにある。ほぼ明確化した

現在、今後の課題は具現化の方法である。

務 明示の限界 ・職務内容の明示は万能ではない。それぞれの職種間での接点レベルについ

ては、明示の限界が生じる。どの程度までの標準明示が必要かを考える。

課題の複合 ・研修制度、任用制度、定数配置、職務職階と職指定（責任と権限 、職場実）

内 態（特殊性）等々の職務内容の明確化の本質的課題を整理し、あるべき姿

を構築し、具現化を図る必要がある。また、阻むものは何かを洞察する。
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車の両輪論 ・学校事務は、従来より「車の両輪」と例えられてきた。しかし、現実の車

容 輪大小の相違は大きく、同心円の軌跡を描き続けて前進していかないイメ

ージがある。

縁下の力持論 ・両輪論と同様に 「縁の下の力持ち」と例えられることも多い。それ自体は、

の 重要であるが、現実の課題を曖昧なものにしてはいけない。

事 務 標 準

領 域 と 機 能 ・実務レベルの事務標準はかなり進んできたが、その領域と機能は、まだ確

明 立してはいない。学校事務確立のための領域と機能の標準を整備する。

事務職員の苦悩 ・ 百の学校があれば、百の学校事務がある 」という考えがあるが、事務職「 。

員の苦悩がうかがえる。課題を改善解決できるものが必要である。

示 定 数 と 業 務 ・学校事務の領域と機能は広範なものである。多くの事務分野を担当してい

ることを考えれば、事務職員の定数や分掌は適正であるかを検討する。

学校事務職員の ・学校事務ではなく、学校事務職員の特殊性ということでは、その領域の広

特殊性 範性と定数関係、並びに任用と研修制度がある。

総合職と専門職 ・学校事務職員は、専門職（スペシャリスト）というより、総合職（ゼネラ

リスト）であるととらえる考え方がある。それについて考察する。

運 営 標 準

標準と独自性 ・事務処理の流れや方法等の運営は、経験と慣例に基づき処理をしている所

が多い。公的制度に基づく職務を担当するには、共通する運営標準が必要

であろう。

学校諸規程の整備促進

連 携 ・ 理 解 ・職務確立のためには、校長会や教頭会との連携、県教委、市町村教委への

理解を図り、規程改正、または通知を促進させる基盤を構築する必要があ

る。

市町村立学校文書規程 ・校内文書規程のない学校は多い。市町村文書規程に準じ慣例で処理してい

るが、導入を促進させる広域的な標準規程が必要である。

国庫負担問題

危機管理と総意形成 ・国庫負担法からの学校事務職員除外の大蔵省の考えは根強い。国と地方の

事 事務の見直し、行財政改革等々の中で、社会情勢は目まぐるしく変化して

いる。学校事務の総意形成を図ることが生命線である。

企画委員会の参画

務 参 画 の 資 質 ・企画委員会、または運営委員会の組織はすべての学校にあるが、事務職員

の参加は定着していない。参画の必要条件を共通的に具備するための研修

制度や条件について考察する。

参 画 の 意 義 ・学校事務職員が企画委員会や運営委員会に参画しているケースは、属人的

組 （属人性の排除） である。職務上の意義からの位置づけが重要である。

校務分掌の改善

改 善 と 確 立 ・校務分掌は事務確立と密接に関連している。学校事務を明確にした分掌に

織 改善していくことが必要である。

分掌の適正化 ・学校事務職員は、任用制度と領域の特異性により適切なる校務分掌の位置

付けが困難な職種とされてきた。誰にでも分かりやすい学校事務と職務程

度にふさわしい分掌を作成する必要がある。

、 。の 権 限 と 責 任 ・校務分掌の実際は 職種により前例に習って分掌しているのが大方である

（校 長） 事務職員は職種と定数上、その領域が校務分掌により大きく左右されるこ

とはない。旧態依然の方法を改善する必要がある。

確 職 の 指 定

責 任 と 権 限 ・職務段階、または経験程度による職の指定を検討する時期にきている。

押 印 と 責 任 ・公費執行に際し会計諸票を起票する場合、事務職員の押印さえない学校が

ある。職指定ができない理由は何かを探る。

立 資金前渡経理者の ・一定の経験を積めば、委任事務として事務職員に指定することは可能であ

指定 ろう。職務職階から検討する。

旅費支給の実際 ・責任と権限のない事務職員が、受領のため外出で出かけるのは、問題があ

る。個人振込等の検討が必要である。

旅費取扱者の指定 ・実務の実際から、一定の経験を積めば取り扱い指定を受けることは可能で

あろう。職務職階から検討する。
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職 位 の 新 設 ・他県においては、事務長制を取り入れている所が少しづつ増えている。本

県においても、権限、社会認知、職務確立とやり甲斐向上等から、新しい

職位を検討する必要がある。

予算委員会の設置

必 要 性 ・予算委員会について、教育課程の計画実施との関連等、運営と経営の両面

から考えてみる。

校内諸規程の合理化

規程の適正化 ・学校には、生徒指導、管理運営等に係わる様々な「とりきめ」がある。業

務処理の一定のルールや集団のきまりは必要である 「きまり、規則」につ。

いて考える。

給与支給の校内規程 ・給与支給は速やかに完結したい。実務担当者として、円滑な事務処理のた

めに校内規程を考える。

校内文書取扱規程 ・学校に明確な文書取扱規程があり学校に適した処理方法、分類等を定める

ことは、運営の円滑化と財務面で様々な効果がある。

研修制度の充実改善

研修内容と目標 ・研修制度の充実は、職の充実に繋がらなければならない。目標達成に必要

な内容であることが重要であり、その内容を明らかにしておくことは研修

の基本である。

研 制 度 の 実 現 ・組織要請の具現化を図るには、関係諸機関に継続的に働きかけ、実現を図

らなければならない。また、研修は、本来、任命権者がその職務を遂行さ

せるために行うものであることを確認して進める必要がある。

修 資 格 制 度 ・学校事務職員は総合職的職務を担っている職場の特殊性から、その職務に

相応しい能力を保持するために、一定の単位認定の資格制度が必要である

との指摘がある。

， 。制 子供とのかかわり ・学校事務職員はその領域と機能から 教育行政職員であるとの考えがある

教育行政職員 教育現場での実際から子供達との繋がりを真摯に考えて行こうとするもの

である。

度 研修計画の整備推進

組織総意の形成 ・研修計画は、目的、領域、機能等がきちんと整理され明確でなければ、組

の 織的、制度的に機能していかない。また、その内容が会員に周知され、組

織の総意として推進されなければならない。

研 修 の 精 選 ・研修の幅は限りがない。数が多ければ、効果が多いというものでもない。

確 職務遂行に必要な内容の精選を図る。

・ＯＪＴ（職場内訓練）は修養・訓練に最も効果のある研修であるが単一配Ｏ Ｊ Ｔ とＯＦＦ－ＪＴ

置校における事務職員にとって、ＯＪＴは現実的ではない。ＯＦＦ－ＪＴ

立 （職場外訓練）にその代替を期待したいが、現状の制度において、どのよう

に改善をはかるべきか。

研究計画の推進

個 人 と 組 織 ・研究は、研修を基盤とし、それらの内容をさらに深めるために行うもので

ある。また、個人研究が組織研究の基盤でもある。一人一人の会員が自己

啓発を図り、計画的、継続的、発展的に進め、組織は目標達成に向け、そ

れを推進しなければならない。

課 題 分 析 ・課題を整理し、長期化を解消するためには、その阻害要因（意識、組織、

制度等を含む）を分析することが必要である。

＊ このほかにも、様々な課題と視点があると思いますが、これにとらわれず、研究を深めていただきたい

と思います。また、冒頭で言及したとおり、実務課題と組織・制度課題は相互関連があり、厳密に区分で

きないところがあります。言いかえれば、実務課題を改善するには組織・制度課題の改善が必要であると

いえます。

＊ 「総務・人事・財務・学務」の４領域は、従来の取り組みの中で、学校事務の共通分野として大方の認

識を得ているものです。なお、これは本県のみでなく、全国的認識となっています。

＊ 今後は「学校事務とは何か」ではなく 「学校事務とは教育目標具現化のための教育条件整備を主管す、

ること」を認識し、さらに、教育条件整備のための諸条件整備には「学校事務と事務職員の職務確立」が

不可欠であることを確認し、総意形成の中で実現を図ることが重要です。
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【研修カリキュラム】 （研修・研究基本計画 別冊編より抜粋）

研 研 修 構 成

基 本 研 修 実 務 研 修 特 別 研 修

修 初 経 経 経 実 実 実 専 専 派

研 修 細 目 任 験 験 験 務 務 務 門 門 遣

項 者 者 者 者 研 研 研 研 研 研

研 研 研 研 修 修 修 修 修 修

目 修 修 修 修 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

＜教育の現状と課題＞

教 県教委重点施策と学校経営 ○ ○ ○ ○

育 学習指導要領と教育課程の概要 ○

目 ＜教育と事務職員＞

標 教育課程の実施と学校事務職員の役割 ○

教育活動と事務職員 ○ ○

＜学校経営の概念と課題＞

学 学校経営の概念と意義 ○

学校経営の現状と課題 ○ ○ ●

校 教育行政上の諸問題 ○ ○ ○ ●

地方教育行政制度 ○ ●

経 教 育 環 境 ○

危 機 管 理 ○ ○

営 安 全 衛 生 ○ ○

＜学校経営と事務職員＞

学校経営における事務職員の役割 ○ ○

管理職と事務職員 ○

市町村財務規則 ○ ○ ○

各種補助金 ○ ○

予 財務会計一般 ● ○ ○

教育関連税務 ○ ○ ○

税 務 の 実 際 ○ ○ ○

学校予算編成 ○ ○

算 予 算 要 求 ○ ○

学 校 徴 収 金 ○ ○

地方交付税制度 ○ ○ ○ ●

執 簿 記 ○ ○ ○

行 学校予算の執行 ○

決 決 算 事 務 ○

算 監査の意義・体系 ○

物 物品管理と運営 ○

品 物 品 購 入 ○

管 備品台帳の作成と整理 ○

理 備品廃棄処理 ○

教材開発の現状と今後 ○ ●

施 施設設備と維持管理 ○ ○ ○

設 施設設備改善 ○ ○ ○

管 学校施設の諸問題 ○ ○ ○ ○ ○ ●

理 学校施設整備指針と学校備品 ○ ●

施 設 見 学 ○ ●

施 学校施設開放制度 ○ ○

設 施設・設備貸与事務 ○ ○

（●は現在実施している研修）
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第Ⅲ節 研修・研究基本計画の目指すもの

問１「研修・研究基本計画」の内容はどうで１ 会員意識調査から

（考え方・研究視点のとらえ方）したか。

「研修・研究基本計画」を発刊して２年が経過し、平成

11年10月に福島事務研では、全会員を対象にアンケート調

査を実施いたしました。会員が基本計画をどうとらえ研究

を進める上でどう活かしているか、また研修や職務内容、

職指定についてはどう考えているかを把握するための調査

でした。

問２ 研修を進める上で「研修・研究基調査対象 ７８０名

」 。回答者数 ６３１名（回答率80.9％） 本計画 を活用したことがありますか

調査結果から、基本計画の内容（考え方、研究視点のと

らえ方等）について96％の会員が概ね適当であると考えて

、 。 、おり 会員に支持されていることが分かりました しかし

活用状況については、事務研や個人研究での活用経験のあ

る会員が全体の半数程度にとどまり、今後の課題として残

りました。

問３ 必要と思う研修をすべてあげてください。研修については、多くの会員が経験年数15年までの研修

を必要としており、68％が仕事の質を高めるために研修を

行うと回答しています。また、職名に応じた研修を必要と

している会員も多く、昇任時に研修を受け資質の向上を図

りたいという意識が感じられます。

職務内容については、69％の会員が学校事務職員の職務

内容について改善の必要があると思っており、それを超え

る85％の会員が職務内容を明確にする必要があると回答し

ています。また約半数の会員が、課題解決（改善）のため

には、職務内容の明確化と標準化が必要であると思ってい

ることが分かりました。調査結果から、基本計画が会員に

浸透してきており、多くの会員が県教委や市町村教委、校

長会等からの職務標準の明示によって、職務内容の明確化

や標準化が図られることを期待していることが読みとれま

す。

職指定については、53％の会員が必要であると回答して

、 。おり 特に経験年数の多い会員に顕著な数字が表れました

問４ 本県の学校事務職員の職務内容について、現在本県において職指定は行われておりませんが、職指定

どう思いますか。をする場合の方法として、70％の会員が経験年数に応じた

職指定が可能ではないかと考えています。その際の職指定

として、物品出納員や文書取扱責任者、旅費委任代理人、

資金前渡経理者を多く望んでいます。

この調査の他に、福島事務研では事務研活動を推進する

ための資料として、毎年度「会員意識調査」を実施してお

ります。平成10年度は、職員会議や企画（運営）委員会へ

の参加状況、校務分掌での主任としての位置付け等、学校
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問５ 職務内容を明確にする必要が 問６ 職務内容を明確にするため、 問７ 課題解決（改善）のためには、

あると思いますか。 どのような方法が良いと思いますか。 何が重要だと思いますか。

問８ 職指定をどう思いますか。 問９ 職指定する場合どのような方法 問10 職指定が必要と思われるものを

が可能と思いますか。 あげてください。

（職指定が必要と回答した会員） （職指定が必要と回答した会員）

経営への参画状況についての調査を実施いたしました。

調査で分かったことは、学校事務職員の意識と実態との違いでした。校務分掌上に事務部等

が位置付けられ主任となっている割合、そして企画（運営）委員会へ参画している割合は予想

以上に低い数値でした。学校運営に参画したいという意欲的な会員の意識とは逆に、主任と位

置付けられず企画（運営）委員会にも参加できないという実態が明らかになりました。また、

平成11年度の会員意識調査でも、70％の会員が企画（運営）委員会への事務職員の参加が必要

であると答えています。しかし、企画（運営）委員会への事務職員の参加は属人的であり、未

だ定着化されておりません。事務職員の経験等の違いもありますが、現段階ですべての事務職

員が参画するには条件が不十分であることも事実です。

２ 研修制度化へのアプローチ

（１） 研修の現状と問題点

本県の学校事務職員が、採用されてから退職までの期間に受ける任命権者による研修は、平

成11年度まで新採用事務職員研修会（２泊３日 、５年経験者研修会（２泊３日）の２回のみ）

にとどまっています。また、各教育事務所が実施している研修は、年１～２回の実務研修のみ

であり、各市町村教育委員会が実施する研修は皆無に等しい状況にあります。

研修は制度研修と自主研修の２つに分類することができ、その関係は表裏一体のものでなけ

ればなりません。しかしながら、私達学校事務職員が研修を受ける機会は、教員や一般行政職

員と比較し極端に少なくなっています。特に、本県の学校事務職員の職務内容は不明確な状態

が続いており、研修制度は他県と比べ、未だ整備されていない状況にあります。研修は、適切

な時期に経験や職能に応じて、継続的及び発展的に実施されなければならないものです。そし

て、それは権限と責任に結びつく研修でなければならないと考えます。
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(68.0%)

市町村教委による職務標準表

(18.0%)
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（２）研修制度の改善

今年度より２つの研修に加え、15年研修に相当するものとして経験者研修（20年程度）が新

設されました。この背景には、会員からの学校事務職員研修制度の充実を望む声を受け、福島

事務研が県教育委員会へ、経験年数に伴う職務内容に応じた基本研修（経験者研修）の充実を

要望してきた経緯があります。

20年経験者研修は、地域のリーダー育成と中堅的な立場における力量の向上を目的とし、経

験年数15年～25年程度を対象としています。研修内容については、平成10年度に福島事務研が

県教委へ具体的提案をいたしました。その内容は、実務研修の他に、社会の動きに合わせて事

務能力や専門性を高めるための研修も盛り込まれています。今後、学校事務職員の研修制度を

整備し充実させるためには、学校事務職員のニーズにあった具体的で実践的なプログラムづく

りが必要となってきます。また 「学校と教育委員会との関わり 「職務内容の標準化」や「権、 」

限や職の指定」さらには「キャリア形成」とも大きく関わってきます。

２つだった研修が３つに増え、福島県の研修体制が一歩前進しました。しかし、今後の課題

として、研修制度の体系化を図る上で、任命権者による学校事務または学校事務職員の職務の

規定化が必要となってきます。研修を受ける私達自身にも意識改革が求められ、数少ない研修

を補うための自己啓発がより大切になってくるのではないかと考えます。

３ 学校事務標準への取組み

（１）権限委譲と職指定

職の指定が全国的に進んでいますが、福島県においては、学校事務職員の責任と権限は未だ

曖昧です。職指定、執行委任、裁量権の付与は無いに等しく、職務職階の意味さえも、学校で

は理解されていない状況にあります。

学校が円滑に運営されるためには、学校事務が迅速に、そして効率的に執行されることが必

要となってきます。そのためには、学校事務に携わる学校事務職員の経験年数や職務に応じ、

責任と権限が明確にされなければなりません。職の指定や権限の委譲によって、その学校事務

にどの程度まで関わることができるかが明らかになります。学校事務を確立するためには、職

の指定や権限の付与もあわせて考えていかなければならないと考えます。

平成10年度福島事務研いわき大会の第１分科会において、研究委員会は「長期課題の分析お

よび究明」というテーマで 「研修・研究基本計画」における権限委譲と職指定を取り上げま、

した。県費諸手当認定権限委譲に伴う、学校事務職員の実務上に係る「責任と権限のあり方」

について検証してみようというものでした。

福島県では、昭和63年４月より通勤手当・住居手当、さらに平成10年１月からは扶養手当・

単身赴任手当・寒冷地手当について、校長への認定権限委任が行なわれました。これは、平成

７年10月に策定された「新福島県行財政改革大綱」に基づく、組織機構や事務事業の見直しに

、 。 、よるものですが この認定権限委任は学校現場に様々な課題を投げかけました 権限の委任後

学校では教育事務所のバックアップ体制により事務処理を行っていますが、事務処理件数の相

違による事務量の増加、実務担当者としての責任と権限のあり方、学校職場の特殊性などの課

題が残りました。

今後、教育行政の見直しにより、学校の自主性を基盤とする校長の権限拡大が推進され、学

校・家庭・地域社会と組織制度が合理的に連結して、教育目標が具現化されることが期待され

ています。学校事務職員も専門性を高め、学校運営に積極的に参画していくことが求められて

きます。そして、責任と権限のバランスがとれた職指定の実現を視野に入れた研修の整備も必
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要となってくるはずです。

（２ 「福島県公立小中学校事務標準」への取組み）

学校事務が学校教育の複雑化や高度化に伴い複雑多岐にわたっているにもかかわらず、その

具体的内容については、法令や規則等には規定されていません。学校教育法第28条にも「事務

職員は事務に従事する」という規定しかありません。この一文から感じられるのは、事務職員

の配置によって教員が担当する事務を軽減しようとするものであり、学校事務職員に責任と権

限を持たせて学校事務にあたらせようとする視点を感じることはできません。しかし、社会の

変化とあわせて、学校教育法が想定する学校事務観は変わりつつあります。学校運営が効果的

に展開されるためには、学校運営組織における事務部門が、その本来の機能を持つことによっ

て、教育指導部門とともに重要性をもって適切に位置付けられることが必要となってきます。

教育改革の中で学校経営が見直され、指導部門と事務部門の効果的連携が重要であると認識

されてきております。また、全国的にも長期にわたって職務内容が研究されており、学校事務

または学校事務職員の職務内容の明示が進んできてます。今後、校長の権限拡大に関連し、学

校事務改善に向けての条件整備や学校教育関係法令等の改正が進んできます。このような背景

を受け、福島事務研では「福島県公立小中学校事務標準(案)」を作成しました。

福島県公立小中学校事務標準 (案)

大分類 中分類 内 容

１企画運営 学校経営の企画・運営に関すること

２事務運営 学校事務運営に関すること

(情報公開も含む)Ａ ３文書情報 公文書や情報の処理保管に関すること

総務 ４法規管理 学校関係法規の処理保管、校内内規に関すること

(指導調査を除く)５調査統計 調査統計の処理保管に関すること

６管理記録 管理記録の処理保管に関すること

(内部･外部)７渉外連絡 連絡調整に関すること

１任免履歴 人事異動、履歴記録、免許状の処理保管に関すること

(校長固有の事務を除く)

２服 務 服務勤務の処理保管に関すること

(退職手当を含む)Ｂ ３給 与 給与諸手当の処理保管、控除に関すること

人事 ４旅 費 旅費の処理保管に関すること

５福利厚生 共済組合・互助会事業の処理保管に関すること

６公務災害 公務災害の処理保管に関すること

１市町村費 市町村費、学校予算の処理保管に関すること

(団体会計を除く)Ｃ ２徴 収 金 学校徴収金の処理保管に関すること

(寄贈品を含む)財務 ３物品管理 物品の処理保管に関すること

(施設開放･環境整備･安全管理を含む)４施設管理 施設管理の処理保管に関すること

５補 助 金 補助金、助成金の処理保管に関すること

１就学援助 児童生徒の就学援助の処理保管に関すること

Ｄ ２学籍証明 児童生徒の学籍証明の処理保管に関すること

学務 ３教 科 書 児童生徒の教科書給与の処理保管に関すること

４災害給付 児童生徒の災害給付の処理保管に関すること
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標準案の基本事項は、次のとおりです。

① 「研修・研究基本計画」との基本的不整合を生じない。

② 学校事務とは、学校における直接的教育活動以外のすべての事務活動をさす。したが

って、学校事務は学校事務職員のみが担当するものではないが、学校事務職員はその分

野を主体的に担う事務系スタッフである。

③ 直接的に学校事務職員の職務標準を提言するのではなく、学校事務標準とする。

④ 内容は学校事務領域の標準を示したものであり、学校事務職員への具体的分掌に際し

ては、学校規模、経験年数、定数等を考慮し決定するものとする。

⑤ 学校経営や人事部門における校長固有の事務は含まない。

（３ 「福島県公立小中学校事務標準（案 」の効果） ）

福島県における学校事務標準をめぐっての動きは、平成７年４月に会津若松市において「会

津若松市立小中学校事務標準」が教育長名で通知されております。この通知の背景には市費負

担事務職員の引き上げがありました。その打開策として、学校内での事務の見直しや市教委・

学校の業務分担の見直しなどの学校事務の精査が進められる過程で、学校事務の全体像や領域

を明らかにし、学校事務職員ばかりでなく学校に勤務する全職員や市教委などの教育関係者等

へ周知し理解を得ることの必要性がでてきたことにあります。

「福島県公立小中学校事務標準（案 」は、そのタイトルのとおり学校事務職員の職務標準）

ではなく、学校の事務標準だということが特徴です。学校事務職員が学校運営において主体的

に位置づくためには、学校事務分野をすべて視野に入れることが重要となってきます。その中

、 、から事務職員の分担業務をはっきりさせていくことが 学校事務職員の職務内容を明確にさせ

学校事務を確立させる第一歩になるのではないかと考えます。

標準案による効果は、次のようなことが考えられます。

①学校経営や運営の重要部門である学校事務を明らかにできる （明確化）。

②分業と協業の効果的連携を促進することができる （効果的連携）。

③標準としての職務基盤形成が促進され、運営組織が円滑に機能する （基盤形成）。

④校長権限拡大等の教育改革の中で、事務部門の整備が必要となる （整備の必要性）。

⑤役割が明確になり、学校事務職員の職能向上に寄与することができる （職能向上）。

⑥定数と研修の必要性が明確になり、存在意義をアピールできる （存在意義）。

⑦一般行政職員と比較した場合の学校事務職員の特殊性が明らかになる （特殊性）。

福島県では、まだ教育長名による学校事務標準についての通達は出ておりません。しかし、

福島事務研が作成した学校事務標準案を県教育委員会に示して要望していきたいと考えており

ます。これまでの全国大会の指導助言者から「職務に関する制度的な条件整備は市町村教育委

員会の責任であるが、単独でそれを行うことはなかなか難しく、県教育委員会がモデルや準則

を提示し、その条件整備を支援すべきである 」と指摘されています。今後「学校事務標準」。

に基づいた「職務標準」が任命権者である県教育委員会の責任において規程化され、直接の監

督者である市町村教育委員会の責任のもと定着化が望まれるところです。

４ 新たな時代にむけて

平成10年９月の中教審答申や平成10年12月の学習指導要領の改訂に伴い、国及び教育行政の

スリム化と地方行財政の再構築、さらに「総合的な学習の時間」の新設や選択教科拡大の活用

による「特色ある学校づくり」など、学校を取り巻く環境が大きく変容しようとしています。

少子化による学級減や学校の統廃合、不登校やいじめなどの教育問題に対しても、保護者や住
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民の関心は高く、学校に対するニーズも多様化し厳しくなってきております。今後、学校評議

員制度の導入などによって、保護者や地域住民が学校運営に参画する機会も増えます。これら

の変わり行く状況の中で、私達学校事務職員はどうあればよいか、そして学校事務をどう展開

していけばよいか、21世紀における学校事務職員の在り方と新たな役割を探ってみたいと思い

ます。

（１）コーディネーターとしての学校事務職員

高度情報化､国際化､少子化等の社会変化は学校にも大きな影響を与えています。特色ある教

育活動を展開するためには、教職員が各自の専門性を発揮しながら学校経営に参画することが

重要になってきます。今後の私たちには､特に次の3点がより重要になってくると思います｡

①一般市民としての住民感覚

②児童生徒の父母としての保護者感覚

③教育行政を担う学校事務職員としてのプロ感覚

行政や学校の閉鎖性を打開していくためには住民感覚と保護者感覚が求められるでしょう｡

また､学校事務の領域と機能から考えれば、多数の教職員､保護者､児童生徒､関係諸機関､地域

住民､業者等の連絡調整機能の要として､学校事務職員はその役割を高める必要があるでしょ

う｡21世紀は情報公開制度､オンブズマン活動、そして学校評議員制度などによって､学校はよ

り開かれた時代を向かえようとしています｡そのために､私たちは住民感覚・保護者感覚・プロ

感覚を兼ね備えた学校事務職員でありたいと考えます｡

（２）ゼネラリストとしての学校事務職員

経営基盤の事務部門を総括する事務職員は人・物・金・情報を総合的かつ効果的につなげる

ことが重要です。私たちは単に事務処理にあたるだけでなく、特に行政的視点を持って学校経

営に参画していくことが必要です。これからの私たちは､ゼネラリスト（総合職）としての力

量を発揮できるように意識改革を図る必要があります。また、従来の属人的な職務への係わり

から､経験に基づく組織的職務（キャリア形成）へと高めなければなりません。

積極的に学校経営に参画するためには、個々人の意欲・態度・関心を高めながら関連知識・

技能のノウハウを習得する研修が必要です。自己研修を基本とし､必要な制度研修（文部省・

県教委・市町村教委等）を整備することにより、教育と行政の視点から適切な助言・提言等を

提供できるように質向上を図り信頼を高めたいと考えます｡

（３）シンクタンクとしての学校事務職員

学校に限らず 事務部門は組織経営の要です｡ 学校においては事務標準 案 にあるように､、 （ ）

その領域と機能は広範です｡しかし､義務制学校事務職員は学校に1人か2人しか配置されていま

せん。職場に同じ職種がいないという特殊な職場環境の中で、私たちは自らの経験ノウハウに

より課題解決を図っています。それらが個人、場所、時を越えて組織的に蓄積されればシステ

ム化へとつながり、学校事務の職能集団として､私たちは学校経営や教育行政のシンクタンク

の一翼になると思います。

今後、学校の自主性・自律性が一層求められる中で学校裁量権が拡大し、その在り方も多様

化していくものと思われます。学校事務職員も資質向上を図る中で教育目標具現化への貢献を

していきたいものだと考えます。
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おわりに

戦後半世紀が過ぎ、国を挙げての諸改革が進行しています。従来の枠組と機能で諸課題を処

理することが困難になっているのです。教育改革の流れは必然であり､平成10年９月21日「今

後の地方教育行政の在り方について」中教審答申が出されました。21世紀の教育の在り方に大

きな影響を与えることは確実です。教育の地方分権化や学校の自主性・自律性の確立及び保護

者や地域住民の行政並びに学校教育への参加が推進されてきます。私たち学校事務職員も自ら

の資質と能力を高め、時代の要請に応える中で自己実現を図っていきたいと思います。

21世紀は単なる時代の変遷ではなく「新たな役割の創造」であり「積極的に貢献できうる力

を共同で構築する時」ととらえるべきでしょう。私たちは研修・研究基本計画を作成する中で

学校ジムソーパズルを整理してきました。目標達成のためには､職務の基本となる学校事務標

準及び職務確立必要条件としての職指定等を実現しなければなりません。適切な時期に適正な

研修を行い「専門性を高めながら教育目標具現化への貢献に取り組む学校事務職員」の実現こ

そが「望ましい学校事務職員の未来像」であることを信じたいと思います。

参 考 文 献

福島県公立小中学校事務研究協議会「県大会研究集録」各年度版

福島県公立小中学校事務研究協議会「研修・研究基本計画」並びに

「別冊資料編」平成９年度

福島県公立小中学校事務研究協議会「県事研２０周年記念誌」平成９年度

中央教育審議会「今後の地方教育行政の在り方について （答申）」

全国公立小中学校事務職員研究会「研究集録」各年度版

全国公立小中学校事務職員研究会「望ましい研修制度のあり方」平成７年度

全国公立小中学校事務職員研究会福島県支部「全事研福島支部報」各号

福島県公立小中学校事務研究協議会 研究委員会

研 究 委 員

福島 菅野 嘉夫 伊達 谷口賀代子 安達 齋藤 弘明

郡山 郡司 洋子（副委員長）田村 中澤 市雄 岩瀬 管野 輝美

石川 上澤 剛 東白 尾又 芳行 北会 五十嵐芳隆

北会 相田サダ子 耶麻 田代 杏子 双葉 石田 孝明（委員長）

いわき 阿部正一

前研究委員（平成１１年度）

（ ）安達 鈴木 久之 岩瀬 小椋 正和 石川 須藤美江子 前副委員長



- 1 -

第７分科会

「 」学校ジムソー・パズルを整理する

「研修・研究基本計画」策定の経緯と実現にむけて

と き 平成１２年８月９日（水）

ところ 岩手県盛岡市「盛岡劇場」

五十嵐方隆提案者 会津若松市立第六中学校

相田サダ子会津若松市立湊小学校

石田 孝明司会者 楢葉町立楢葉中学校

菅野 嘉夫川俣町立富田小学校

助言者 福島県教育庁義務教育課 主任管理主事

小野 義明

前福島県小中学校事務研究協議会長

塩生 隆吉

＜提案概要＞

１ 研修・研究基本計画の目指すもの

福島県公立小中学校事務研究協議会（福島事務研）

では、望ましい学校事務の未来像とは「教育目標具現

化への貢献」ととらえ、学校事務の確かな基盤を築く

ために「研修・研究基本計画」を作成しました。

私達は長期にわたり、職務内容の明確化と学校事務

の確立を求め続け研究してきました 「研修・研究基。

本計画」を作成する際に、研修・研究の基本構想は諸

課題改善であり、その領域を研修整備・課題解決・職

務確立の三つとしました。

『研修整備』とは学校事務職員の全期間を通じて適

切な時期に経験や職能に応じて継続的、発展的に実施

する研修を整備し、キャリア形成を推進すること。

『課題解決』とは長期にわたる研修・研究活動の中

で、改善できたものと未解決のものを整理し、諸課題

の解決にあたること。

『職務確立』とは学校事務の領域を明らかにし、学

校経営の基幹職としての職務を確立すること。

これら三領域の複合する諸課題（学校ジムソー・パ

ズル）を解明整理し、研修を充実整備させる中で、学

校事務の確立を目指したいと考えました。

これらを目指すことによって、主体的に学校経営に

参画し、実感を持って教育目標の具現化に貢献するこ

とができれば、望ましい学校事務の未来像と言えるの

ではないでしょうか。

２ 研修制度化へのアプローチ

学校経営に主体的に参画するためには、事務部の責

任者として広い視野を持つことが重要です。急速な社

会の変化に伴い、学校事務職員の果たす役割も変わり

ました。従来の事務処理改善を図るだけでなく、学校

経営の視点のもとに、教育条件整備を図る役割も担っ

ています。

今年度から経験年数２０年を対象とした経験者研修

が新設されました。この背景には研修制度の充実を望

む会員の声があり、その声を受けて長年、福島事務研

が県教委へ研修の充実を要望してきた経緯がありま

す。今まで２つだった研修会が３つに増えて、福島県

の研修体制が一歩前進しました。研修制度を更に充実

させていくためには、学校事務標準に基づく具体的な

プログラムづくりが必要です。

、「 」 「 」、研修制度は 職務内容の標準化 や 権限と責任

さらに「キャリア形成」とも大きく関わっており、こ

れらを学校事務の確立に結びつけて考えていくことが

重要になってきます。そしてさらに、研修を受ける私

達自身にも、今以上の意識改革が求められます。

３ 学校事務標準への取組み

教育改革の流れの中で、学校経営が見直され、指導

部門と事務部門の効果的連携が重要であると認識され

てきています。学校運営が効果的に展開されるために

は、事務部門がその本来の機能を持つことによって、

教育指導部門とともに、重要性を持って適切に位置付

けられることが必要であると考えました。

福島事務研では、まず学校事務を明確にし、事務の

確立を図ってから、事務職員の職務標準を定めたいと

考え「福島県公立小中学校事務標準（案 」を作成し）

ました。今後は「学校事務標準」に基づいた「学校事

務職員の職務標準」が、任命権者である県教委の責任

において標準化され、市町村教委の責任のもとで定着

化されることが望まれます。

４ 新たな時代にむけて

私達は「新たな時代に向けた学校事務職員像」すな

わち「教育目標具現化への貢献をする事務職員」とは

『コーディネーター（連絡調整機能 』）

『ゼネラリスト（事務経営機能 』）

『シンクタンクの一翼（改善・解決機能 』）

を担える学校事務職員であると、とらえました。

私達は諸課題の具現化を図り、自己責任と説明責任

を果たす義務があります。そして時代の要請に応える

中で、新たな時代に向けた学校事務職員としての実現

を図っていきたいと考えます。
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私達のメインテーマである「望ましい学校事務職員

の未来像」その具現化のためには、不足している一つ

一つの条件を整備する必要があります。そして「専門

性を高めながら、教育目標具現化への貢献をする学校

事務職員」の姿こそが、私達のテーマ実現の姿であり

ます。

＜質疑・意見交換＞

①制度研修について、２０年研修の新設「三重県」

の経緯を含めて研修内容の決定と県事務研の関わりに

ついてお聞きします。②職能研修としてのリーダー研

修はありますか。③諸手当権限委任で事務職員を事務

取扱者として明示しているのですか。

①最終決定者は県教委です。２０年研修「提案者」

については、基本計画別冊の研修カリキュラム編に沿

って事務研が要望を出しています。県教委が一方的に

決めたり事務研の要望で決めるのではなく、事務研は

研修制度の充実要望や具体的内容の提示をし、県教委

が状況等を勘案して決定しています。

助言者の小野先生が、２０年研修に携わ「司会者」

っていましたので補足説明等お願いします。

県事務研から初任研、５年経験「助言者：小野先生」

者研修の他に経験者研修を拡充してもらいたいと要望

がありました。それを受けて、研修内容についてもカ

リキュラムを見せていただき、それを取り入れる形で

検討いたしました。当初３泊４日での提案がありまし

、 。たが 予算や研修施設の関係で２泊３日となりました

資質向上に観点をおき内容を充実させました。

②職能研修（昇任時研修）はありません「提案者」

が、制度化を要望しています。後輩の指導については

想定していません。昇任時の意識化、質の向上を図り

キャリア形成の一環としています。

③明示されていません。福島県は認定権「提案者」

限委任は早かったのですが、その前に学校現場におけ

る条件整備が必要であったと考えます。具体的事務に

ついては、決裁欄に認定権者である校長、起案者欄に

給与担当者である事務職員が押印しています。これか

らの課題として、諸手当認定は校長の権限ではありま

すが、認定までの事務は事務職員が行っていて双方に

共同責任が発生します。そのあり方をどうとらえてい

くのか、チェック機能としての校長の研修はどうある

べきなのかがあげられます。

これより意見交換に入らせていだきます。「司会者」

それぞれの県の実態等を中心に話していただきたいと

思います。研究協議の柱として３つ用意しました。

（１）研修制度化へのアプローチ

（２）学校事務標準への取り組み

（３）新たな時代に向けた学校事務職員とは

キーワードとしてコーディネーター、ゼネラリスト、

シンクタンクの一翼について論じていただければ幸い

です。

まずは研修制度についてですが、各県の取り組みに

ついて発表してください。

研究集録の１４５ページに宮城県の研修「宮城県」

制度が出ていますのでご覧ください。昭和５１年に全

事研宮城大会を開催し、その後に県教委が研修制度を

作りました。新任職員研修だけだったのですが、初級

採用職員は３回、中級採用職員は２回の研修がありま

す。職能研修については監督者研修といい、３回あり

ます。ＯＡ研修は希望者が受けています。

管理者研修とはどういうものですか。「司会者」

まだ受けていないのでよくわかりません「宮城県」

が、本庁課長相当職で副参事になったときに受ける研

修です。小中学校では４名該当します。高等学校職員

と一緒に受けます。公務員としてのキャリア形成のた

めに、一般行政職員が受けるような研修です。

しっかりと研修計画をたてている福島事「富山県」

、 。務研の発表を聞いて 私達の母体の弱さを感じました

会員は１割が男性、９割が女性です。県立高校との交

流があり４０～５０代の男性が少ないです。中堅女性

が頑張らなければならないのですが、意識が低いので

県事務研を維持していくのが難しいと感じています。

県大会は県立高校と一緒に行い、小中学校で１つの分

科会を担当しています。４つの地区に分かれていて、

１０年に１度発表が巡ってきます。長期の研修計画は

無く、地区の考えにより発表しています。つながりが

なく発表したら終わりですので、もったいないと思っ

ています。昨年の新潟大会の第５分科会を担当したの

ですが、そのために研究委員会を発足させました。基

本的な研修体制がとれていないので、研究委員会だけ

の研究発表となってしまいました。全事研の支部とい

う意識も低く、縦のつながりもありません。福島事務

研は、理路整然とパズルをはめ込んでいて、すごいと

思いました。富山事務研の研修をどう持っていったら

、 。良いか ここで勉強させてもらいたいと思っています

研究を進めていく上での苦労話、ここまでやってこら

れた経緯を具体的にお聞きしたいです。

前福島事務研会長として以前から携わっ「司会者」
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ていた助言者の塩生先生からお願いします。

福島事務研は昭和５２年に設立「助言者：塩生先生」

しました。結成、設立の要因として、研修制度を県内

１つにまとめることや、人事異動についても広域で、

１つの事務処理に差が生じていたので、県内統一を目

指すことが優先課題でした。自己研修を含めて資質向

上を目指しました。結成されてからは、いろいろな機

会をとらえて県教委へ働きかけを行いました。以前は

初任研だけだったので、実務的なことをマスターして

経験を積んだ頃に、改めて研修の機会を制度化してほ

しいと要望しました。県教委の理解あるご配慮でそれ

が実現し５年研修となり、今回の２０年研修へとつな

がりました。当初は、他の行政職と比べて研修の機会

が少なく、事務職員は誰に、どこで、どのような研修

を受けたらよいのか等、要望実現に向けて苦しい思い

の時代が続きました。

初任研は、１０日間県職員新採用と同じ「三重県」

く公務員としての心構え等について研修します。教育

センター主催では、１年目に事務の実務的な内容につ

いて２日間行っています。６年目、１１年目について

もそれぞれ１日行っています。職能研修にあたるのか

わかりませんが、いづれも１日で、Ａ研修として県教

、 、委主催で主査以上が Ｂ研修として教育事務所単位で

Ｃ研修として市町村単位で、それぞれ主査以上が企画

立案して行う研修があります。主幹以上の研修を要望

しているのですが、もう１つ増やすのは難しい現状で

す。

初任研として７日間の研修があります。「岩手県」

教育事務所単位で、年度当初に年度始めの実務につい

て研修が行われます。５年研修として２泊３日の研修

があります。事務主任昇任時には、自治研修所で県職

員と一緒に研修を受けます。その後はありません。福

島事務研はすばらしいと感じました。経験２０年を越

えていますが、転任が緊張感を持たらす活性剤です。

２０年も過ぎると別の意味でいろいろな悩みがでて

くる時なので、岩手でもこれを機にこのような研修に

ついて、県教委に働きかけていけるよう話し合ってい

きたいと思います。

２つ目の柱は学校事務標準への取り組み「司会者」

。 、についてです 県教委通達が出されている県において

出されるまでの経緯、出されてからの効果等について

情報提供してください。

福島県では、学校事務標準ということで「司会者」

話を進めていますが、その件についても伺いたいと思

います。県内でも、学校事務と学校事務職員について

、 。混同しがちで 意識の改革もなかなか進んでいません

１１年４月県教育長名で「学校事務職員「三重県」

の事務標準」が出されました。事務の統括者としての

標準表です。研修見直し会議が開催され、県教委、教

育センター、職員団体、事務研で話し合って標準表を

出したようです。内容は、静岡県とほぼ同じです。事

務職員だけの仕事ではないと文書で明記してあるのが

良いところです。標準表を研究して、いかに全体に広

げていくかの視点でとらえていないと、表が出ただけ

で終わってしまいます。校務分掌に標準表を取り入れ

、 。てもらうと 事務部門として確立していくと考えます

経験あるなしに関わらず校務分掌に取り入れてもらう

ことにしました。標準表の有意義な形を校内でどのよ

うに取り入れていくかが課題になると思います。しか

し、まだもがいている状態です。

標準表が出されても全校にいきわたって「福島県」

いないのが現状ではないかと思います。会津若松市も

通知が出され５年もたっているのに、取り入れている

学校は３分の１です。１つの市だけでもその程度なの

で、県単位となると全市町村までどのようにいきわた

るのでしょうか。島根県では、各学校を対象にした追

跡調査を行ったそうです。そのような取り組みが他県

でもなされているのか、出しただけなのかお聞きした

いと思います。

私の勤務する学校は開校２年目です。４「提案者」

つの学校を統合して新設されました。１年前から開校

準備をしていました。実現したいこととして、

①会津若松市学校事務標準を反映した校務分掌

②ファイリングシステムを導入した文書管理

③学校事務標準に基づいた学校事務運営計画の作成

がありました。これらは学校事務標準があったから取

り組めたことで、事務部門の総括者として学校運営に

関わることができて大変よかったです。

県でプロジェクトチームを作り、学校事「岩手県」

務職員の職務確立ということで研究しました。県より

提言を受けて総会で論議し、その方向でいくことを決

議して現在取り組んでいます。職務内容を明確化する

ために、事務職員の仕事か否かを話し合った時期もあ

りました。しかし、学校規模や置かれている状況、そ

れに校務分掌は各学校で決めるという原則の中で、一

つ一つを判断していくのは現場になじまないという反

省がありました。そして考えたことは、学校事務の中

身を８領域に分けてとらえていくことです。同じよう

な取り組みなのですが少し視点が違っています。研究

集録の１２６ページに出ていますが、県教委や校長会
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に通知を出してもらえるようお願いをしました 「県。

教委からは、地方分権の時代であり市町村に任せるべ

きではないか」と言われ、県から通知を出す時ではな

いと指摘されました。折衷案で校長会の管理運営研究

という手引書に事務研が考えていることを載せてもら

。 。いました 県からの通知は今後見込めないと思います

一人一人がみんなで確認したことを、どう自分のもの

にして、職場でどう実践いていくかがこれからの課題

です。

岩手県の方の発言は大切なことだと思い「福島県」

ます。県大会で事務標準について発表した時に、助言

者から「こういうことは校長の内部拘束性を壊すもの

で認められない」との話がありました。学校現場で校

長の権限とぶつかってしまうのです。学校事務の全体

像を取り決めるのはいいのですが、学校事務職員の仕

事となると問題だと思います。これからは地方分権の

時代ですから、県教委が通達で学校を拘束するのは難

しいことです。法的根拠がどこにあるのか、私達が研

究していかなければならないと考えます。

確かに地方分権の時代とは言いますが、「岩手県」

法律で「校長は校務を司り云々」と決めています。地

方分権がとか、国がとかが問題ではなく、県の通知が

あっても然るべきものです。地方分権に関わって県の

準則が無くなる時代ですが、昨日の話でも、学校事務

職員のおおまかな職務については適用除外なので、い

っこうにやって構わないと言っていました。校長の権

限自体もあっていいと考えますが、それとは別に県教

委のおおまかな考えた方もあっていいと思います。そ

の中で私達は主体的に考えていけばいいのではないで

しょうか。

まとめとして、３本目の柱である「新た「司会者」

な時代に向けた学校事務職員とは」についてです。こ

れからの進むべき方向性として３つのキーワード コ、「

ーディネーター 「ゼネラリスト 「シンクタンクの」 」

一翼」を考えました。それらについて総括的にご意見

を発表してください。

逸脱するかもしれませんが、宮城県のこ「宮城県」

とについてお話します。宮城県は今、予算が厳しい状

況です。研修は少なくなっていて、学校事務職員の意

識も低下しています。研修や研究をしても、自分の能

力に結びつけていかないと力になりません。知識や情

、 。報が入っても それは研修だけに終わってしまします

自分の中で能力や啓発的なものに結びつけていかない

と、夢もやる気もなくなります。私の職名は事務長で

すが、自分の能力や自分を発揮する場面が少なくなっ

ています。若い人達から経験があるのに何もしないと

思われるのが悔しいので、事務職員の苦悩や研修のや

り方をまとめ、悟りの世界に入っています。事務長ぐ

らいになったら、社会のニーズとマッチする働きをし

、 。ていかないと 社会とのギャップが生じてしまいます

研修する人間の人格が大切だと思います。人格形成に

は、①管理能力（一人一人の個性を把握し、それを効

果的に用いる力）②統率力（人々を一つの方向に導く

力）③説得力（人々に自らの考えや思いを伝え、理解

してもらい、行動してもらう力）④順応能力（十人十

色の個性を持った周りの人とうまく合わせてやってい

く力）⑤自己開示力（自らの心の内を偽り無くうちあ

ける力）が必要です。横と縦のつながりがないと、円

満な学校事務職員の能力開発につながらないと考えま

す。

大きな目標を持って研修することがなか「岡山県」

なかできなくて、実務的研修に追われてしまいます。

ますます忙しくなるのにゼネラリストにならなければ

ならないと言うことで、どのような方向性で、地区研

修の運営をされているのかお聞きしたいです。

私達が提言した「コーディネーター 「ゼ「提案者」 」

ネラリスト 「シンクタンクの一翼」これは非常に大」

。 。きなものです 全部できたらすごいものだと思います

しかし、私達はこれを目指したいと考えています。

私達は、基本研修・職能研修・実務研修・特別研修

を研修体系の柱としています。研究集録の１９４ペー

ジをご覧ください。研修内容を総務・人事・財務・学

務とし、教育条件整備領域と位置づけました。この４

つの分野は一人でできるものではありません。これだ

けの内容を総括するためには相当な研修が必要になり

ます。一般社会に出したとき、学校事務はいろいろな

分野を担っていることがわかってもらえると思いま

す。社会から見れば総合職です。これを現状の定数で

できるのでしょうか。研修内容、つまり学校事務標準

を認めていただかないと基盤形成ができません。これ

を認めていただければ、定数や研修の問題をはじめと

する諸課題が解決するのです。そうすればこの内容は

まさしくゼネラリストの内容になるし、それを連絡調

整で働きかければコーディネーターになります。そし

て、一つ一つ効率的に課題として改善していけば、職

能集団としてシステム化へつながると思います。総務

・人事・財務・学務の分野を総合的にやっていけば、

それが個から集団へとつながり、やがて３つの機能に

近づくことができると思います。
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＜まとめ＞

「助言者：小野先生」

学校の業務は、教育目標達成のための業務であり、

指導業務と事務業務に大別されます。事務職員だけで

なく、教員も含め全ての教職員が学校の事務業務につ

いて共通理解を図ることが、お互いの校務分掌を尊重

しながら事務業務にあたることにつながるものと考え

ます。今回提案された学校事務標準は、学校事務職員

の職務標準を示すものではなく、学校事務全体を各学

校の全ての教職員で考えていくことを視野に入れてい

ます。学校事務を見直すことは、全ての教職員が校務

分掌について共通理解を深め、より責任ある業務を遂

行することにつながるものと考えます。中教審答申等

で強調されているように、今後ますます学校の自主性

や自律性が尊重されていく中で、校務分掌についても

各学校の特色を生かす観点から各学校で設定し、学校

事務を推進していくことになります。従って、各学校

ごとに学校事務の内容を明確にし、整理することが大

切となります。この取り組みの集約が、所管する市町

村教育委員会としての学校事務の標準につながってい

くものと考えます。

研修制度の充実については、今年度から２０年経験

者研修を実施しました。反省や感想への中に、財務に

関する研修や地方財政に関連した研修、地方分権に関

する内容、会計学の基礎に関する研修、パソコン関係

の研修、さらに教育関係に関わる情報公開、児童心理

学に関する研修、カウンセリング研修、児童福祉・社

会福祉の研修も受けたいというものがあった。幅広く

資質の向上を図りたいという思いです。この研修を充

実させていくためには、提案されたように学校経営に

参画するという観点から、さらに内容を充実させてい

く必要があると考ています。

これからの学校事務職員の学校教育における役割に

ついてふれます。今後各学校がそれぞれの自主性・自

律性を発揮して学校経営を推進していく時に、これま

で以上に事務職員の学校経営への関わり方が強く望ま

れます。従って、事務職員自身の専門性を高めること

は勿論、教育に関する専門的な内容についても研修し

ながら職務遂行にあたることが必要です。コーディネ

、 、ーターとしての学校事務職員の役割の中に 住民感覚

保護者としての感覚、プロ感覚の３つの観点がありま

したが、教員にも言えることであります。この意味で

教職員が同じ価値観を持ち、そして共通理解を図って

共同実践していくことが極めて大切なことです。

「助言者：塩生先生」

研修整備や職務確立の問題、さらに学校経営への参

画という問題も、事務研だけでは解決できないと思い

ます。特に学校経営への参画は、学校事務職員が経営

スタッフとして機能していくことが必要であるといわ

れているのになぜできないのでしょうか。事務研だけ

で解決しようとするところに問題があるのかもしれま

せん。今後は、実現に向けて別な角度での組織作りが

必要ではないかと思います。まず、事務研だけでなく

県教委や県校長会・教頭会の方々と、一緒になって実

現に向けての検討委員会（仮称）を設け、どうすれば

この問題が実現するのか研究を深め、検討を重ねてい

くことが望まれます。そうすることにより、県内どの

学校に行っても完全に仕上がった「パネル＝ジムソー

・パネル」が掲げられている、ということを目指す必

要があるのではないかと感じました。

新たな時代に向けて、学校事務職員のコーディネー

ター的な役割について触れます。私は公民館に勤務し

て感じたことは、これからは青少年活動の内容を充実

させ、学校との関係を深めていく必要があると痛感し

ています。公民館は地域の拠点です。公民館が中に入

り調整役を務めながら、地域と学校とを融合させるこ

とになります。生涯学習の推進・あり方について、今

いわれていることは「学社連携融合」です。学社＝学

校教育と社会教育、これらを融合させながらお互いに

共有することで、今子どもたちに起きている問題を少

しでも防ごうではないかということです。学校現場で

地域と最短の距離で、しかも窓口的な役割を果たせる

のは学校事務職員です。今までは地域の方々にとって

学校事務職員の存在は極めて薄いと思います。今まで

のカラーを塗り替えるくらい地域に溶け込んでいけ

ば、信頼される学校事務職員になるのではないかと考

えます。開かれた学校事務・心を開いた学校事務職員

につながる形での学社融合が望まれます。自己改革や

自らをプラス思考に持っていく考え方により地域の方

々は非常に頼りにし信頼する。そういう学校事務職員

が今求められていると思います。

学校事務は学校事務職員でなくては分からないので

。 「 、す 学校事務研究団体は 今までこの点が曖昧であり

こうすれば良い方向に行くので、このようにお願いし

」 、たい と自分の方から外に向かって働きかけをすれば

より良い結果が出るのではないかと思います。
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